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(57)【要約】
【課題】成形体に熱間塑性加工を施して配向磁石である
希土類磁石を製造するに当たり、成形体に割れが生じる
ことなく、成形体の側方変形の際にパンチ等から作用す
るせん断摩擦力による配向乱れが生じない希土類磁石の
製造方法を提供する。
【解決手段】成形体Ｓを製造する第１のステップ、ダイ
ス１とパンチ２からなる塑性加工型１０を用意し、その
キャビティＣａに成形体Ｓを収容して熱間塑性加工を施
して配向磁石である希土類磁石Ｃを製造する第２のステ
ップからなり、第２のステップはステップＡ，Ｂからな
り、ステップＡではパンチ２による押圧にて自由端面で
ある成形体Ｓの側面が側方に張り出して側面型１ｃから
加圧され、異方性の付与に必要な加工率に達する前段階
まで押圧して配向磁石前駆体Ｓ’を製造し、ステップＢ
では配向磁石前駆体Ｓ’の側面を自由端面に戻し、異方
性の付与に必要な加工率に達するまで押圧して配向磁石
Ｃを製造する。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　希土類磁石材料となる粉末を加圧成形して、柱状の成形体を製造する第１のステップ、
　前記成形体が収容されるキャビティを備えたダイスと該キャビティ内で摺動自在なパン
チとからなる塑性加工型を用意し、前記キャビティは、前記成形体のパンチによる加圧方
向と直交する断面よりも断面寸法の大きな断面を有しており、
　前記キャビティに成形体を収容してダイスの下型とパンチで挟み、該パンチと下型で成
形体の上面と下面を直接押圧しながら異方性を与える熱間塑性加工を施して配向磁石であ
る希土類磁石を製造する第２のステップからなり、
　前記第２のステップはさらに２つのステップから構成されており、
　最初のステップＡでは、下型とパンチによる押圧によって、下型とパンチで押圧されて
いない自由端面である成形体の側面が側方に張り出して成形体の側方にあるダイスの側面
型から加圧され、異方性の付与に必要な加工率に達する前の段階までパンチと下型による
押圧を実行して配向磁石前駆体を製造するものであり、
　次のステップＢでは、配向磁石前駆体の側面をダイスの側面型からの加圧のない自由端
面に戻し、異方性の付与に必要な加工率に達するまで下型とパンチによる押圧を実行して
配向磁石を製造するものである希土類磁石の製造方法。
【請求項２】
　前記ステップＡを２回以上繰り返した後にステップＢに移行して配向磁石を製造する希
土類磁石の製造方法。
【請求項３】
　前記ダイスの側面型は分離自在もしくは可動自在に構成されており、第２のステップの
ステップＡが終了した段階で該側面型が分離もしくは可動して配向磁石前駆体の側面から
離れ、該側面の側方に空間を形成する請求項１または２に記載の希土類磁石の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱間塑性加工によって配向磁石となっている希土類磁石の製造方法に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　ランタノイド等の希土類元素を用いた希土類磁石は永久磁石とも称され、その用途は、
ハードディスクやMRIを構成するモータのほか、ハイブリッド車や電気自動車等の駆動用
モータなどに用いられている。
【０００３】
　この希土類磁石の磁石性能の指標として残留磁化（残留磁束密度）と保磁力を挙げるこ
とができるが、モータの小型化や高電流密度化による発熱量の増大に対し、使用される希
土類磁石にも耐熱性に対する要求は一層高まっており、高温使用下で磁石の磁気特性を如
何に保持できるかが当該技術分野での重要な研究課題の一つとなっている。
【０００４】
　希土類磁石の製造方法の一例を概説すると、たとえばNd-Fe-B系の金属溶湯を急冷凝固
して得られた微粉末を加圧成形しながら成形体とし、この成形体に磁気的異方性を付与す
るべく熱間塑性加工を施して希土類磁石（配向磁石）を製造する方法が一般に適用されて
いる。
【０００５】
　上記熱間塑性加工は、塑性加工型を構成する下型とパンチ（ポンチとも言う）間に成形
体を配し、加熱しながら下型とパンチでたとえば１秒程度かそれ以下の短時間押圧し、所
定の加工率となるまで押圧する据え込み加工が一般に適用されている。この熱間塑性加工
によって成形体に磁気的異方性を付与できる一方で、熱間塑性加工の際の下型とパンチに
よる押圧によって成形体が塑性変形しながら潰される過程で、塑性変形した成形体の側面
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に割れ（微細割れを含む）が生じ易いという問題があった。
【０００６】
　これは、下型およびパンチと接触している部分が変形し過ぎ、その分だけ側面中央部が
過度に膨らむ、いわゆる太鼓状に変形することが一因である。この割れが生じてしまうと
、配向度を高めるために形成された加工歪が割れた箇所で開放されてしまい、歪エネルギ
ーを結晶配向に十分に向けることができなくなり、結果として高い配向度（これによって
高い磁化が齎される）の配向磁石が得られ難くなってしまう。
【０００７】
　また、このように外周部に割れが生じてしまうことから、熱間塑性加工によって成形さ
れた配向磁石においては、割れのない中央部分から所定寸法の配向磁石を切り出して製品
化を図っており、材料歩留まりが低いという問題もあった。
【０００８】
　そこで、このような熱間塑性加工時の割れの問題を解消できる従来技術として特許文献
１に開示の製造方法を挙げることができる。この製造方法は、上記成形体の全体を金属カ
プセル内に封入した後に、この金属カプセルを下型とパンチで押圧しながら熱間塑性加工
をおこなうものであり、この製造方法によれば、希土類磁石の磁気的異方性が一層向上す
るとしている。なお、このように金属カプセル内に成形体を封入した状態で熱間塑性加工
をおこなう技術はそのほかにも、特許文献２～５に開示されている。
【０００９】
　しかしながら、成形体の全体が金属カプセルで完全に包囲されていると、上下からの押
圧による成形体の側方への塑性変形が極端に拘束されてしまい、塑性変形後の成形体の側
面に割れが生じない代わりに十分な塑性変形がおこなわれ難く、結果として高い配向度が
得られ難いという別の問題が生じ得る。これは、たとえば上面、下面と円周側面を有する
円柱状の成形体を例に取り上げるに、金属カプセルのうち、成形体の側面に対応する側面
領域が側方に塑性変形しようとした際に、この側面領域と一体となっている成形体の上面
および下面に対応する上面領域および下面領域が側面領域の広がりを拘束することによっ
て齎されるものである。
【００１０】
　実際に上記各特許文献には歪速度についての言及は無く、仮に0.1/sec以上の歪速度、
加工率50%以上（たとえば70%かそれ以上）で熱間塑性加工をおこなった場合を想定すると
、割れを完全に防止することはできない。その理由は、一定以上の厚みの鋼系材料で溶接
して全面を覆った状態で0.1/sec以上の歪速度で加工した場合、磁石組織の受ける衝撃が
強すぎ、あるいは冷却される場合に熱膨張差の違いによって熱間塑性加工された成形体が
既述するように金属カプセルによって強い拘束を受けるからである。
【００１１】
　この問題を解消するべく、特許文献６では多段階で鍛造することによって金属カプセル
を薄くしていく技術が開示されているが、ここで開示の実施例は肉厚が7mm以上の鉄板を
用いており、これでは割れを完全に防ぐことができないことに加えて、鍛造後の磁石形状
がニアネットシェイプと言えず、仕上げ加工が全面必須となって、材料歩留まりの低下や
加工費の増加といった問題が顕著となる。
【００１２】
　なお、特許文献１等で開示されるように、成形体の全面を完全に覆う金属カプセルの肉
厚を薄くしていくと、1/sec以上の歪速度では金属カプセルが破壊され、成形体に不連続
な凹凸が生じてしまい、配向乱れの原因となることから好ましい方法とは言えない。
【００１３】
　以上のことから、熱間塑性加工の際の課題である成形体に割れが生じることを解消する
方策として金属カプセル等で成形体を包囲して加圧する方法を適用しても十分な効果が得
られ難いことより、熱間塑性加工に際して成形体に割れを生じさせることなく、しかも高
い配向度の配向磁石を製造する方法が当該技術分野で切望されている。
【００１４】
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　ここで、成形体の側方を金属リング等で拘束する方法ではなく、塑性加工型を構成する
ダイスの下型とパンチの双方で成形体の上下面を押圧する従来一般の据え込み加工による
熱間塑性加工に話しを戻すと、この方法では、既述する成形体の側面に割れが生じ易いと
いった問題の他に、据え込み加工の際にパンチによる押圧によって成形体が側方に変形し
ようとした際に、成形体がパンチと下型から該変形の方向と逆向きのせん断摩擦力を受け
るといった問題もある。このことを図１１を参照して説明する。
【００１５】
　図１１ａは据え込み加工前のパンチと下型で挟まれた成形体の解析モデルを示しており
（モデルは、コンピュータにて有限要素解析を実行するに当たり、成形体を多数の要素セ
ルの集合体としたもの）、図１１ｂは加工率50%の据え込み加工後の解析モデルの変形の
状態を示している。なお、図示する解析モデルは、成形体の左右で解析結果が同じになる
ことから右側断面のみをモデル化したものである。
【００１６】
　図１１ａで示すようにパンチにて成形体を押圧すると、図１１ｂで示すように何等の拘
束も受けていない成形体の自由端面が側方へ変形する。この側方への変形の際に、成形体
の上面と下面はそれぞれ、パンチと下型から側方への変形方向とは逆方向のせん断摩擦力
を受ける。その結果、成形体の中心領域がその周囲の領域に比して塑性変形が進行して高
歪み領域となり、これに起因して結晶組織の配向乱れが生じ、残留磁化の低下を齎すとと
もに、材料歩留まりの悪化による製造コスト増といった問題に繋がる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】特開平２－２５０９２０号公報
【特許文献２】特開平２－２５０９２２号公報
【特許文献３】特開平２－２５０９１９号公報
【特許文献４】特開平２－２５０９１８号公報
【特許文献５】特開平４－０４４３０１号公報
【特許文献６】特開平４－１３４８０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　本発明は上記する問題に鑑みてなされたものであり、成形体に据え込み加工である熱間
塑性加工を施して配向磁石である希土類磁石を製造するに当たり、成形体に割れが生じる
ことなく、しかも成形体の側方変形の際にパンチや下型から作用するせん断摩擦力による
結晶組織の配向乱れが生じない希土類磁石の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　前記目的を達成すべく、本発明による希土類磁石の製造方法は、希土類磁石材料となる
粉末を加圧成形して、柱状の成形体を製造する第１のステップ、前記成形体が収容される
キャビティを備えたダイスと該キャビティ内で摺動自在なパンチとからなる塑性加工型を
用意し、前記キャビティは、前記成形体のパンチによる加圧方向と直交する断面よりも断
面寸法の大きな断面を有しており、前記キャビティに成形体を収容してダイスの下型とパ
ンチで挟み、該パンチと下型で成形体の上面と下面を直接押圧しながら異方性を与える熱
間塑性加工を施して配向磁石である希土類磁石を製造する第２のステップからなり、前記
第２のステップはさらに２つのステップから構成されており、最初のステップＡでは、下
型とパンチによる押圧によって、下型とパンチで押圧されていない自由端面である成形体
の側面が側方に張り出して成形体の側方にあるダイスの側面型から加圧され、異方性の付
与に必要な加工率に達する前の段階までパンチと下型による押圧を実行して配向磁石前駆
体を製造するものであり、次のステップＢでは、配向磁石前駆体の側面をダイスの側面型
からの加圧のない自由端面に戻し、異方性の付与に必要な加工率に達するまで下型とパン
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チによる押圧を実行して配向磁石を製造するものである。
【００２０】
　本発明の希土類磁石の製造方法は、据え込み加工に際してパンチによる一度の押圧によ
って所望の加工率まで熱間塑性加工を実行することに代わり、所望の加工率に達する前に
２以上の段階に分けて熱間塑性加工を実行する方法である。そして、最初のステップ（ス
テップＡ）では、熱間塑性加工前の段階で成形体の側面がフリーな状態（自由端面）であ
ったものが、所望の加工率に達する前の段階まで成形体を押圧した際に側面をダイスの側
面型で加圧するようにしたものである。
【００２１】
　すなわち、成形体が組成変形してその側面が側方に変形し、この変形の過程でダイスの
側面型に当接し、さらなるパンチによる押圧によって、成形体の側面はダイスの側面型か
ら加圧されることになる。この成形体の側面の加圧により、成形体がパンチと下型から受
ける、側方への変形方向とは逆方向のせん断摩擦力を相殺するような矯正力が付与され、
このせん断摩擦力に起因する結晶組織の配向乱れを解消することができる。
【００２２】
　一方で、パンチにて押圧される成形体は、所望の加工率となる前段階まで熱間塑性加工
されるステップＡにおいて、自由に側方へ変形した後にダイスの側面型から拘束されるこ
とから、一度の熱間塑性加工にて所望の加工率が得られるとともに成形体の側面が常にフ
リーな状態である従来の製造方法の場合の割れの発生という問題も効果的に解消される。
【００２３】
　なお、熱間塑性加工を実行して配向磁石を製造する第２のステップに関しては、このス
テップを構成するステップＡを一度実行した後にステップＢに移行して配向磁石（希土類
磁石）が製造される形態のほか、ステップＡを２回以上実行した後にステップＢに移行し
て配向磁石が製造される形態もある。
【００２４】
　また、第２のステップで用いられる塑性加工型の一つの実施の形態として、その構成要
素であるダイスの側面型は分離自在もしくは可動自在に構成されており、第２のステップ
のステップＡが終了した段階で該側面型が分離もしくは可動して配向磁石前駆体の側面か
ら離れ、該側面の側方に空間を形成するように構成されている形態を挙げることができる
。
【００２５】
　たとえばステップＡを５回繰り返した後にステップＢに移行して配向磁石を製造する場
合には、各回のステップＡが終了した段階でダイスの側面型を徐々に側方にスライドさせ
て固定し、次のステップＡを実行すればよい。
【００２６】
　ここで、本発明の製造方法が製造対象とする希土類磁石には、組織を構成する主相（結
晶）の粒径が200nm以下程度のナノ結晶磁石は勿論のこと、粒径が300nm以上のもの、さら
には粒径が1μm以上の焼結磁石や樹脂バインダーで結晶粒が結合されたボンド磁石などが
包含される。
【００２７】
　第１のステップでは、液体急冷にて微細な結晶粒である急冷薄帯（急冷リボン）を製作
し、これを粗粉砕等して希土類磁石用の磁粉を製作し、この磁粉をたとえばダイス内に充
填してパンチで加圧しながら焼結してバルク化を図ることで等方性の成形体が得られる。
【００２８】
　この成形体は、たとえばナノ結晶組織のRE-Fe-B系の主相（RE:Nd、Prの少なくとも一種
で、より具体的にはNd、Pr、Nd-Prのいずれか一種もしくは二種以上）と、該主相の周り
にあるRE-X合金（X:金属元素）の粒界相からなる金属組織を有している。
【００２９】
　なお、第２のステップにて製造された配向磁石に対し、Nd-Cu合金、Nd-Al合金、Pr-Cu
合金、Pr-Al合金等の改質合金を粒界拡散し、保磁力が一層高められた希土類磁石として
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もよい。Nd-Cu合金の共晶点は520℃程度、Pr-Cu合金の共晶点は480℃程度、Nd-Al合金の
共晶点は640℃程度、Pr-Al合金の共晶点は650℃程度であり、いずれもナノ結晶磁石を構
成する結晶粒の粗大化を齎す700℃～1000℃を大きく下回っていることから、希土類磁石
がナノ結晶磁石の場合に特に好適である。
【発明の効果】
【００３０】
　以上の説明から理解できるように、本発明の希土類磁石の製造方法によれば、成形体を
塑性加工型に収容して熱間塑性加工をおこなうに当たり、この熱間塑性加工を少なくとも
２つのステップから実行し、最初のステップＡにおいて下型とパンチによる押圧によって
下型とパンチで押圧されていない自由端面である成形体の側面をダイスの側面型から加圧
し、異方性の付与に必要な加工率に達する前の段階までパンチと下型による押圧を実行し
て配向磁石前駆体を製造し、次のステップＢにおいて配向磁石前駆体の側面をダイスの側
面型からの加圧のない自由端面に戻し、異方性の付与に必要な加工率に達するまで下型と
パンチによる押圧を実行して配向磁石を製造するものである。この製造方法により、成形
体がパンチと下型から受ける、側方への変形方向とは逆方向のせん断摩擦力を相殺するよ
うな矯正力を成形体に付与することができ、このせん断摩擦力に起因する結晶組織の配向
乱れを解消するとともに熱間塑性加工の際の割れの発生も抑止することができ、高い配向
度に起因した残留磁化の高い希土類磁石を高い材料歩留まりの下で製造することができる
。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】（ａ）、（ｂ）の順で本発明の希土類磁石の製造方法の第１のステップを説明し
た模式図である。
【図２】第１のステップで製造された成形体のミクロ構造を説明した図である。
【図３】製造方法の第２のステップで使用する塑性加工型を説明した模式図である。
【図４】（ａ）、（ｂ）の順で第２のステップのステップＡを説明したフロー図である。
【図５】（ａ）、（ｂ）の順で第２のステップのステップＢを説明したフロー図である。
【図６】製造された本発明の配向磁石（希土類磁石）のミクロ構造を説明した図である。
【図７】配向磁石の歪み分布を特定した解析結果を示した図である。
【図８】図７の実施例1におけるVIII部において、熱間塑性加工前から熱間塑性加工終了
までの金属組織の変化状況を模擬したフロー図である。
【図９】摩擦係数と材料歩留まりの関係に関する解析結果を示した図である。
【図１０】第２のステップのステップＡにおける加工率と材料歩留まりの関係に関する解
析結果を示した図である。
【図１１】（ａ）は従来の据え込み加工による熱間塑性加工法において、加工前のパンチ
と下型で挟まれた成形体の解析モデルを示した図であり、（ｂ）は加工率50%の据え込み
加工後の解析モデルの変形の状態と歪み分布（解析結果）を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下、図面を参照して本発明の希土類磁石の製造方法の実施の形態を説明する。なお、
図示する製造方法は、その第２のステップにおいて、一度のステップＡの後にステップＢ
に移行して配向磁石を製造するものであるが、ステップＡを２回以上実行した後にステッ
プＢに移行して配向磁石を製造する方法であってもよい。また、図示する配向磁石はナノ
結晶磁石（粒径が300nm程度かそれ以下）からなる場合を説明したものであるが、本発明
の製造方法が対象とする配向磁石はナノ結晶磁石に限定されるものではなく、粒径が300n
m以上のものや、1μm以上の焼結磁石、さらには樹脂バインダーで結晶粒がバインドされ
たボンド磁石などを包含するものである。
【００３３】
（希土類磁石の製造方法の実施の形態）
　図１ａ、ｂはその順で本発明の希土類磁石の製造方法の第１のステップを説明した模式



(7) JP 2014-103251 A 2014.6.5

10

20

30

40

50

図であり、図２は第１のステップで製造された成形体のミクロ構造を説明した図である。
また、図３は本発明の製造方法の第２のステップで使用する塑性加工型を説明した模式図
であり、図４は図４ａ、図４ｂの順で第２のステップのステップＡを説明したフロー図で
あり、図５は図５ａ、図５ｂの順で第２のステップのステップＢを説明したフロー図であ
る。さらに、図６は製造された本発明の配向磁石（希土類磁石）のミクロ構造を説明した
図である。
【００３４】
　図１ａで示すように、たとえば50kPa以下に減圧したArガス雰囲気の不図示の炉中で、
単ロールによるメルトスピニング法により、合金インゴットを高周波溶解し、希土類磁石
を与える組成の溶湯を銅ロールＲに噴射して急冷薄帯Ｂ（急冷リボン）を製作し、これを
粗粉砕する。
【００３５】
　粗粉砕された急冷薄帯のうち、最大寸法が200nm程度かそれ以下の寸法の急冷薄帯Ｂを
選別し、これを図１ｂで示すように超硬ダイスＤとこの中空内を摺動する超硬パンチＰで
画成されたキャビティ内に充填する。そして、超硬パンチＰで加圧しながら（Ｘ方向）加
圧方向に電流を流して通電加熱することにより、ナノ結晶組織のNd-Fe-B系の主相（50nm
～200nm程度の結晶粒径）と、主相の周りにあるNd-X合金（X:金属元素）の粒界相からな
る柱状の成形体Ｓを製作する（第１のステップ）。
【００３６】
　ここで、粒界相を構成するNd-X合金は、Ndと、Co、Fe、Ga等のうちの少なくとも１種以
上の合金からなり、たとえば、Nd-Co、Nd-Fe、Nd-Ga、Nd-Co-Fe、Nd-Co-Fe-Gaのうちのい
ずれか一種、もしくはこれらの二種以上が混在したものであって、Ndリッチな状態となっ
ている。
【００３７】
　図２で示すように、成形体Ｓはナノ結晶粒ＭＰ（主相）間を粒界相ＢＰが充満する等方
性の結晶組織を呈している。
【００３８】
　第１のステップで柱状の成形体Ｓが製造されたら、図３で示す塑性加工型１０のキャビ
ティＣａに成形体Ｓを移載し、ここで据え込み加工である熱間塑性加工をおこなう。
【００３９】
　塑性加工型１０は、ダイス１と成形体Ｓを直接押圧するパンチ２から構成され、ダイス
１は、箱状を呈し、下型１ａと側面型１ｂ、１ｄから構成され、この下型１ａと側面型１
ｂ、１ｄで画成されたキャビティＣａを２分する側面型１ｃ（仕切り型）が収容された構
成となっている。
【００４０】
　キャビティＣａ内において、側面型１ｃは側方にスライド自在となっており、所望位置
までスライドして位置決めされ、仮固定されるようになっている。
【００４１】
　図示する塑性加工型１０を適用した製造方法の第２のステップを図４，５を参照して説
明する。より具体的には、図４は第２のステップのステップＡを説明した図であり、図５
は図４に次いで第２のステップのステップＢを説明した図である。
【００４２】
　図４で示す第２のステップのステップＡでは、異方性の付与に必要な所望の加工率（た
とえば80%）のうち、その前段階の加工率（たとえば40%）まで据え込み加工（熱間塑性加
工）が実行され、次のステップＢにおいて所望の加工率となるまで熱間塑性加工が実行さ
れる。まず、図４ａで示すように、ダイス１を構成する側面型１ｂ、１ｃと下型１ａで画
成されたキャビティＣａ内に第１のステップで成形された成形体Ｓを収容し（成形体Ｓの
下面Ｓｂが下型１ａに当接）、その上面Ｓａの上にパンチＰを載置する。
【００４３】
　このキャビティＣａ内における成形体Ｓの収容姿勢において、成形体Ｓの一方の側面Ｓ
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ｃと側面型１ｃの間には空間Ｇが形成されており、したがって成形体Ｓの側面Ｓｃは自由
端面となっている。なお、空間Ｇに存在している空気は不図示の空気抜き孔を介して脱気
できるようになっている。
【００４４】
　次に、パンチ２にて成形体Ｓを押圧力Ｐ１で鉛直方向に押圧する。
【００４５】
　パンチ２で成形体Ｓを鉛直方向に押圧すると、図４ｂで示すように成形体Ｓは側方に変
形して配向磁石前駆体Ｓ'となり、側面Ｓｃの側方にあった空間Ｇが配向磁石前駆体Ｓ’
で満たされた状態となる。
【００４６】
　この状態でさらに成形体Ｓを押圧すると、塑性変形している配向磁石前駆体Ｓ’は、そ
の上面Ｓ’ａ、下面Ｓ’ｂがパンチ２および下型１ａで押圧され、さらに側面Ｓ'ｃが側
面型１ｃから加圧力Ｐ２を受けて押し込まれ、したがって側面Ｓ’ｃはもはや自由端面で
はなくなっている。
【００４７】
　このように所望の加工率の前段階の加工率まで押圧を終了するとともに、この段階で塑
性変形する成形体Ｓの自由端面であった側面Ｓｃを拘束し、さらに加圧力を付与すること
により、図１１で説明したパンチや下型から成形体に作用するせん断摩擦力を相殺する方
向に強制力が成形体に付与されることになり、据え込み加工の際に成形体の結晶組織に配
向乱れが生じるといった問題が解消される。また、成形体の塑性変形の際に適度に側面が
拘束されることから、熱間塑性加工の際に成形体に割れが生じるといった問題も効果的に
解消される。なお、このせん断摩擦力の解消に関しては、その詳細を後述する。
【００４８】
　成形体Ｓに対して所望の加工率の前段階の加工率まで押圧がおこなわれて配向磁石前駆
体Ｓ’が製造されたら、次に、第２のステップのステップＢに移行する。まず、図５ａで
示すようにキャビティＣａ内に存在していた側面型１ｃを取り除き、使用するパンチをそ
の平面積がダイス１の下型１ａと同寸法および同形状のパンチ２Ａに代え、このパンチ２
Ａで配向磁石前駆体Ｓ’を押圧力Ｐ３で鉛直方向に押圧する。
【００４９】
　パンチ２Ａで配向磁石前駆体Ｓ’を鉛直方向に押圧すると、図５ｂで示すように配向磁
石前駆体Ｓ’は側方に変形し、所望の加工率となるまでパンチ２Ａで押圧することで配向
磁石前駆体Ｓ'の側方にあった空間Ｇが配向磁石Ｃで満たされて配向磁石Ｃが製造される
。
【００５０】
　ステップＡ，Ｂの２段階の熱間塑性加工によって製造された配向磁石Ｃは、図６で示す
ようにナノ結晶粒ＭＰが扁平形状をなし、異方軸とほぼ平行な界面は湾曲したり屈曲して
いて、磁気的異方性に優れた配向磁石Ｃとなっている。
【００５１】
　そして、このように所望の加工率になる前段階で熱間塑性加工を一端終了して配向磁石
前駆体を製造し、この配向磁石前駆体の製造に当たって塑性変形の途中からその側面を拘
束して加圧することにより、割れを生じさせることなく、高い配向度で残留磁化の高い希
土類磁石を製造することができる。
【００５２】
[配向磁石の歪み分布を特定した解析とその結果]
　本発明者等は、成形体の側面を拘束することなく一度の熱間塑性加工にて所定の加工率
まで熱間塑性加工をおこなった際の配向磁石（比較例1）における歪み分布、本発明の製
造方法による配向磁石（実施例1）における歪み分布をそれぞれ解析にて特定した。この
解析では、比較例1のモデルを加工率80%で熱間塑性加工し、実施例1のモデルは加工率40%
、次いで80%と２段階で熱間塑性加工している。解析の結果を図７に示す。
【００５３】
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　同図より、比較例1では、塑性変形したモデルの側方が自由端面のままであることから
、塑性変形している成形体の上下面がパンチと下型からせん断摩擦力を受けている。
【００５４】
　一方、実施例1では、比較例1と同様に塑性変形している成形体の上下面がパンチと下型
からせん断摩擦力を受けるものの、成形体の側面が側面型から加圧され、この加圧力によ
ってせん断摩擦力を相殺する矯正力が付与される。
【００５５】
　実施例1において、せん断摩擦力による影響が大きな領域としてVIII部を取り上げ、こ
のVIII部における熱間塑性加工途中の主相の変形や動き、配向の変化を図８にフロー図と
して示している。
【００５６】
　熱間塑性加工の途中で主相が側方に変形して扁平状を呈し、パンチから作用するせん断
摩擦力によって主相が回転し、このせん断摩擦力の方向に主相の配向もひきずられるもの
の、側面型からの加圧によって矯正力が付与されてせん断摩擦力が相殺され、主相が回転
しながらその配向が鉛直方向に戻される。最終的に所望の加工率まで熱間塑性加工が実行
された段階で、磁化容易方向に歪みが矯正され、配向度が鉛直方向にほぼ揃った配向磁石
となる。
【００５７】
[摩擦係数と材料歩留まりの関係に関する解析とその結果]
　本発明者等はさらに、成形体の側面を拘束することなく一度の熱間塑性加工にて所定の
加工率まで熱間塑性加工をおこなった際の配向磁石（比較例2）、第２のステップがステ
ップＡ，Ｂの２段成形からなる本発明の製造方法による配向磁石（実施例2）、第２のス
テップが６回のステップＡと次のステップＢの７段成形からなる本発明の製造方法による
配向磁石（実施例3）の各配向磁石に関し、成形体とパンチおよび下型の間の摩擦係数を
変化させた際の材料歩留まりを特定するCAE解析を実施した。
【００５８】
　本解析では、摩擦係数を0.1、0.2、0.3の３ケースで実施した。なお、摩擦係数0.2のケ
ースはBN潤滑剤を使用している。解析結果を図９に示す。
【００５９】
　同図より、摩擦係数の増加に伴って材料歩留まりが低くなる傾向を示すことは比較例2
、実施例2、3ともに同じであるものの、比較例2に比して２段成形の実施例2の材料歩留ま
りは5%も向上し、比較例2に比して７段成形の実施例3の材料歩留まりは10%も向上するこ
とが特定されている。
【００６０】
[本発明の製造方法において第２のステップのステップＡにおける加工率と材料歩留まり
の関係に関する解析とその結果]
　本発明者等はさらに、第２のステップがステップＡ，Ｂの２段成形からなり、成形体と
パンチおよび下型の間の摩擦係数を変化させた際の本発明の製造方法による配向磁石に関
し、ステップＡにおける加工率を変化させた際の材料歩留まりを特定するCAE解析を実施
した。
【００６１】
　本解析においても、摩擦係数を0.1、0.2、0.3の３ケースで実施した。なお、摩擦係数0
.2のケースはBN潤滑剤を使用している。解析結果を図１０に示す。
【００６２】
　同図より、摩擦係数が0.2、0.3のケースでは加工率30%で材料歩留まりの最適値が得ら
れ、摩擦係数が0.4のケースでは加工率40%で材料歩留まりの最適値が得られることが特定
されている。この結果より、摩擦係数に応じてステップＡにおける加工率を適宜変化させ
ることにより、材料歩留まりの高い製造を実現できることが分った。
【００６３】
　以上、本発明の実施の形態を図面を用いて詳述してきたが、具体的な構成はこの実施形
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態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲における設計変更等があっ
ても、それらは本発明に含まれるものである。
【符号の説明】
【００６４】
　１…ダイス、１ａ…下型、１ｂ、１ｄ…側面型、１ｃ…側面型（仕切り型）、２，２Ａ
…パンチ、１０…塑性加工型、Ｒ…銅ロール、Ｂ…急冷薄帯（急冷リボン）、Ｄ…超硬ダ
イス、Ｐ…超硬パンチ、Ｃａ…キャビティ、Ｇ…空間、Ｓ…成形体、Ｓ’…配向磁石前駆
体、Ｃ…配向磁石（希土類磁石）、ＭＰ…主相（ナノ結晶粒、結晶粒、結晶）、ＢＰ…粒
界相

【図１】

【図２】

【図３】
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